
年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

許認可の事務は、消防法等の法令に基づき市民に対して命令
し、強制し、その自由を拘束する作用であるため、専門性を有
しその行使に際しては平等性を確保しなければならない。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中　真二郎

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　予防課担当部課

作成者氏名

25

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

市内事業所等の関係者、事業所等を利用する市民

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

建築物・危険物規制事業

4

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

施　 策 火災の予防
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

―

市民、市内事業所等から申請等に基づき実施する事務であり処
理件数等の実績は流動的であるため、計画値は過去３年の平均
値としている。

市民、市内事業所等から申請等に基づき実施する事務であり処
理件数等の実績は流動的であるものの、その事務には有期の事
務もあり、また社会のニーズは複雑になってきたため、より専
門性が必要となっている。平成２４年度当初は予防課職員の毎
日勤務者４名であったが、年度中に１名の増員を行ったため、
より適正な審査、検査及び指導が細部にわたり行うことができ
た。また人員増から期限内での事務処理も可能となり、時間外
勤務の削減につながった。この事務は専門性が高いため、今後
はこの体制を維持しつつ、職員の育成を行っていかなければな
らない。

12,194

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

12,974一般財源等合計 16,42516,984 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

559

▲ 373一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

申請内容が防火上支障ないかを審査及び検査を行い、法令等に基づいた安全な施設をつくり、利用者の安全を図る

・消防同意事務事業　　・防火対象物使用開始検査事務事業　　・危険物許認可事務事業　　・危険物検査事務事業
・高圧ガス製造所等許認可事務事業　・火薬類消費許認可事務事業　・消防用設備等設置届の受理事務事業
・予防各種届出の受理事務事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等310

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 257

人件費 780

○

264

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

―

○

―

―

○

○

○

合計

―

○

―

264 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた637

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

16,727 12,664

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

27.00

効率性で述べたとおり毎日勤務者を５名としたため、兼務職員
（６名）の指導育成を行うことができた。

－

1.73

12,19412,974

28.00

12.00 完成検査、完成前検査件数の合計17.00

21.00

24.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

3,762,460

129,740.00169,840.00

29.00

10.00

合計

人

指　標　名　等

16,425

必要人員

16,984

193.33%

－

119,760.00

危険物製造所等の許可、認
可及び承認申請の審査件数

27.00

建築確認等に基づく消防同
意審査件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 5,095,200

26.00

2,547,600

合計

70.00

24年度

26.00

3,113,760

－

21.00

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

100.00% －

195,969.23

10.00

計画値

－

人

千円

15.00

2.16

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

設置許可、変更許可、予防規程認
可、仮使用承認申請件数の合計
受益者負担：審査手数料
計画値は過去３年の平均値とする
申請者の申請に基づき実施するも
ので、計画値と実績値の差から評
価することはできない

年度実績値

▲ 373

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

264

建築確認申請件数
計画値は過去３年の平均値とする

申請者の申請に基づき実施するも
ので、計画値と実績値の差から評
価することはできない

目標年度に目標を達成できそうである

―

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

中迫　二三男

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－

185.71%

12.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画値は過去３年の平均値とする

計画値は過去３年の平均値とする

完成検査、完成前検査件数の合計
受益者負担：検査手数料

計画値は過去３年の平均値とする
申請者の申請に基づき実施するも
ので、計画値と実績値の差から評
価することはできない

目標値
（目標年度）

1.00

121,314.29

7.00

23年度 24年度

17.00

13.00

1,686,620

0.00

129,740.00

1.00

－－

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

危険物製造所等の完成検査
及び完成検査前検査件数

対　前　年　比

件

－

10.00

計画値

実績値

12.00

11.00 10.00

－

－

3.00

849,200

2.00

指
標

高圧ガス関係許可及び完成
検査

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

10.00 －
火薬類取締法に係る許認可

単位 計画値 11.00

件 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

025 消防本部 予防課（建築物・危険物規制事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

施　 策 火災の予防
2

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

×

×

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

火災予防事務事業

4

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

市民及び市内各事業所（防火対象物・危険物施設・火薬類及び高圧ガス事業所）

一般会計

26

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　予防課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
横路　勝己

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　火災の発生を未然に防止するためには、市民に対しては火災
予防思想の普及を図るための各種行事や広報等の実施、事業所
に対し防火対象物等の立入検査、防火管理者の育成、防火指導
（避難訓練等）、各種届出の受付が必要である。安全なまちづ
くりの推進に今後も火災予防事務事業は必要不可欠である。

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

26,705 15,087

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた41

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

×

○

1,341

―

○

合計

○

○

○

―

○

―

○

1,341

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 3,741

人件費 41

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

防火管理者の育成、防火指導により火災予防及び被害の軽減を図るとともに、立入・保安検査を行って火災発生を未然に防
ぐ。また、防火ポスター、防災講演会を行い防火･防災意識の高揚を図る。

防火対象物・危険物査察　火薬類及び高圧ガス事業所への立入検査　　火薬類及び高圧ガス事業所の保安検査　防火管理者
講習会　防火指導　　防火ポスター　防災講演会　指導各種届出受付

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,733

41

1,300一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 30,40530,446 一般財源等 16,820

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

16,779

　立入・保安検査を行うことにより違反対象物の実態が把握さ
れ、違反の改修により火災予防へとつながる。
　査察実施日が年度末であった場合などは、年度閉めにより是
正率として算出されないため数値に反映されないが、参考まで

　今年度、指導調査係日勤者１名、隔日勤務者5名の体制で行われ、
査察出向に際しては、隔日勤務者の当番者は災害対応により査察出向
に制限があるため、隔日勤務者の非番者の出向が必要となり時間外手
当は必要となった。当本部の専従予防要員数は消防力の整備指針から
算出された要員数より不足しており、査察件数の向上を図るために工
夫し計画的に実施する必要がある。火災予防上、緊急に査察が必要と
なった場合は特別査察の時間外手当が必要となる場合もありコスト削
減を計れないこともある。
　事業所への防火指導(避難訓練）等を隔日勤務者の変わり消防関係業
務指導員、救急補助員の活用によりコスト削減を行った。
　前年度から、火災原因調査を受け持っているが、防火指導、査察等
の処理を日々優先処理する必要があり、その事務処理に時間を多く必
要とすることから、報告書の作成に支障がある。

×

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

○

1,341

消防計画に基づく消防訓練の実施
に際しての事業所のみ防火指導へ
出向することとなったため計画値
は１２０とする。

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1,300

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

消防長の方針に基づき管内状況を
勘案し，査察の重点を定める。
平成２４年度は、権限委譲された
液化石油ガス器具の販売店を重点
に行う。※数値は、18件の防火
対象物との同時査察を含む。

年度

人

千円

93.00

3.38

単位当たりコスト①

97.12% －

43,912.50

ー

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

6,089,200

合計

236.00

24年度

104.00

2,561,400

－

240.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 4,566,900

101.00

査察件数
120.00

事業所防火指導件数

－

実績値

計画値

79.57%

－

25,360.40

507.00

合計

人

指　標　名　等

30,405

必要人員

30,446

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

3,927,500

53,074.3265,475.27

74.00

100.00

120.00

－ 700.00 多くの住民に防火・防災意識の高

16,820

120.00

－

2.04

16,779 正率として算出されないため数値に反映されないが、参考まで
に成果指標として算出するものである。
　防火指導により火災に対する知識が向上し、消火、通報、避
難が適正に行われることで被害の軽減が図られる。

　一般市民には立入検査権がなく参画は不可能であり、その必
要性もない。

○

120.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

755.00 －

防火ポスター・防火書初め
（隔年）

単位 計画値 1,474.00

点 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

％
住警報器設置率

計画値

実績値

違反是正状況
（対象物・危険物施設）

指
標

消防用設備等点検結果報告
単位

単位

500.00 500.00

100.00

916.00

750.00 750.00

－

－

100.00

100.00

無作為に抽出し電話ににて調査
（推計設置率）

計画値

実績値

90.00

81.32 90.50

－

ー

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
防災講演会

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

500.00

－

71.90 31.81

100.00 100.00

－

245.00

－

23年度 24年度

－

530.00

5,122,800

301.00

9,665.66

#VALUE!

700.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

特定防火対象物（毎年報告）＋非特
定防火対象物（３年に１回報告）

全児童の半数以上を目標とする。

多くの住民に防火・防災意識の高
揚を図るため、来場者７００人を
目標とする。

目標値
（目標年度）

年度

是正件数／違反件数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中迫　二三男

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 81.32 90.50 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

026 消防本部 予防課（火災予防事務事業）



年 月 ～ ―

―

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

○

○

チェック

　火災原因調査の結果は、警防・予防行政に反映させるための
資料となることから、最終的に市民の生命財産の保護につなが
る。
　火災原因調査は消防法第31条により実施主体は消防機関に
限定されている。
　り災証明発行事業は、火災原因調査から得られる事実又は立
証し得る事項のみを記入するため、実施主体は火災原因調査を
行った消防機関以外考えられない。

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
竹内　豊

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

9

国や県と重複のない事務事業である

1

常備消防費

常備消防費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

消防本部　予防課

（42）0931

27

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

火災が発生した消防対象物の関係者及び申請者
対　　　象

（誰のために）

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

火災原因調査事務事業

4昭和 48

施　 策 火災の予防
2

継続 会計名

消防費

消防費

―

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

―

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

　火災原因調査の結果は、主に統計データとして。県、国にそ
の都度報告している。また。警防行政には消火活動のための資
料として、予防行政には類似火災の防止の広報資料として提供
している。

　火災原因調査は現場保存が難しいことから、即時対応が必要
であり、消防法にも火災発生と同時に着手するように規定され
ている。
　現在は毎日勤務者2名、隔日勤務者4名体制のため、平日の
日中は比較的素早い対応が取れるが、休日や夜間等は、週休等
の職員を召集した後に火災原因調査を行うため、警察等の関係
機関にくらべ初動対応が遅れているのが現状である。
　単位あたりのコストは、発生する火災の規模等によりコスト
が増減するため、一律に削減することは難しい。火災原因調査
書類の簡素化等によりコスト削減を図る必要がある。
　

9,589

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

法令、規程に基づき火災原因及び損害額を調査し、火災り災証明書を発行する
出火原因を究明し、それを警防行政の消火活動のための資料、予防行政の類似火災防止等の広報に利用してもらう

火災原因調査（消防法第３１条）
火災り災証明書発行（安芸高田市消防本部火災調査規程第６５条）

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

合計 3,8113,812 一般財源等

○

×

人件費

261一般財源等265

受益者負担

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

9,593

1

内　　　容

 直接事業費 239

23年度 24年度

直接事業費 243

×

○

―

―

―

○

合計

―

人件費 4

×

○

265 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた4

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,569 9,354

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　火災の発生した消防対象物の関係者に火災原因調査及び損害
額の調査の目的と意義を、また、申請があれば火災り災証明書
が発行でき、その火災り災証明書が火災保険の請求等に必要に
なってくることを説明している。

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

している。
　発生した火災に対して火災原因調査を行うため、計画値を定
めるものではなく、また、実績値からも評価はできない。
　出火原因の究明率は当初設定した計画値は達成できなかたっ
たが、前年度より向上することができ、9割以上の火災原因を
究明することができた。
　職員の世代交代が進んでいるため、各種研修等を通じて若手
職員の専門的知識の向上を図る必要がある。

－

1.20

9,589

29.00

1.31

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

管轄区域内で発生した全ての火災
の関係者に発行するものではな
い。申請があった場合のみ発行す
る。
実績値は発行件数である。
１部につき３５０円徴収する。

人

10,296

24年度

－

9,545,035

－

0.00

－

280,736.32

0.000.00

－

0.000.00 ー

34.00

692.00

合計

年度

131,093.24

人

指　標　名　等

3,811

必要人員

3,812

単位

件
火災原因調査

計画値

時間外勤務手当 千円 618.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度
―

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

×

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

千円

人

管轄区域内で発生した全ての火災
の原因及び損害額の調査を実施す
る。実績値は火災件数である。

261

備 考
（指標の計算方法、算式等）

265

2.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 3,801,704

117.24% －

単位

対　前　年　比

火災り災証明書発行

－

計画値

－

47,965

4,360.455,148.00

11.00

550.00%

実績値

単位当たりコスト②

件

コ ス ト

合計 9,593

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

出火原因が究明できた件数を総火
災件数で除したもの

年度－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

本事業は、平成25年度から火災原因調査業務を消防署に移管したこ
とに伴い、火災原因調査の事務及びり災証明発行の事務事業を火災
予防事務事業に統合する。

解決できていない課題

中迫　二三男
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

93.10 94.12

100.00 100.00

－

25年度

－

－

年度

23年度 24年度

－

－

指
標

実績値

単位

実績値

単位

単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－ 年度

計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
出火原因究明率

指　標　名

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

－ 年度実績値

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

027 消防本部 予防課（火災原因調査事務事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

施　 策 火災の予防
2

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

―

○

○

○

―

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

火災予防活動推進事業

4

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

危険物に接する市民、事業所
クラブ員　　周辺住民

一般会計

28

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　予防課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
田中　真二郎

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

幼少年消防クラブの育成を通じて、幼児期からの火災予防教育
を推進し、防火意識の高揚をはかる。

危険物取扱事業所等の団体を活用し、防火や危険物災害防止の
広報活動を行う。

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

3,007

414

5,397

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

―

100

○

合計

―

○

○

―

○

○

―

100

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 525

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

14

防火意識等を高揚し火災を減少させる
幼児期からの火災予防教育を推進し火遊び防止及び防火パレード・防火餅つき等を通じ地域協力者への防火を呼びかけ安
心・安全な地域社会を目指す

・危険物防火安全協会発行広報誌の支援事業　・幼年消防クラブの指導育成支援
・危険物取扱者支援事業　・防火等推進事業補助事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等497 413

86一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

○一般財源等合計合計 3,1183,532 一般財源等 5,894

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

5,481

市内の火災原因で、子供の火遊びによる火災は平成１８年以降
発生しておらず、幼年期からの防火啓発が生かされ成果も高
く、今後とも継続していきたい。

　市内の幼稚園、保育園等の年間行事が決まっており、通常の
人員では対応が難しかったが、消防関係業務指導員、救急補助
員を活用し、育成支援に当たったため、人件費、時間外の削減
ができた。
　平成２３年度末に解散した安芸高田市幼少年女性防火委員会
加盟団体が、安芸高田市危険物防火安全協会へ新たに加盟した
ことにより防火行事等を通じて危険物施設等事業所だけでな
く、幼年消防クラブへも防火意識の啓発が行えるようになる。
　国県庫補助金等、直接事業費の大幅な増加は、コミュニ
ティー助成事業の助成金４０万円を受け、幼年消防クラブ用鼓
笛セットを購入したためである。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

100

火災予防広報誌の作成部数×ペー
ジ数

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

頁

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

86

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

幼少年防火クラブのクラブ員が行
う防火行事の件数
防火行事で使用する鼓笛セットの
贈呈を含む

年度

人

千円

16.00

0.39

単位当たりコスト①

99.19% －

2.39

計画値

－

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

1,236,200

合計

10.00

24年度

73,800.00

294,700

－

17.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 176,600

73,200.00

防火行事の件数
12.00

防火広報誌の発行

－

実績値

計画値

100.00%

－

4.03

15.00

合計

人

指　標　名　等

3,118

必要人員

3,532

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

2,062,900

128,931.2577,262.50

16.00

17.00

75,000.00

5,894

75,000.00

－

0.74

5,481

危険物取扱者支援事業として、危険物取扱者試験の試験日等の
広報及び試験願書の配布を行っている。また、危険物保安講習
の日程、受講申請書も同様に広報、配布及び取りまとめを行っ
ている。これらにより市内の受験、受講希望者は情報の収集や
願書の入手が容易になっている。

本来消防が行う火災予防広報等を安芸高田市危険物防火協会が
担っている。

○

75,000.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

隊

単位

計画値

実績値
幼年消防クラブの結成数

指
標

単位

単位

－

－

16.00

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

16.00 16.00

16.00 16.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

市内の３歳以上の幼児の入所する
保育所・幼稚園全てで結成

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

本事業は、安芸高田市幼少年女性防火委員会が解散し、各幼年消防
クラブが安芸高田市危険物防火安全協会に加入されたことから、同
協会の指導育成支援事業として、建築物・危険物規制事業に統合す
る。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

中迫　二三男

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

028 消防本部 予防課（火災予防活動推進事業）



年 月 ～ ―

―

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

―

○

チェック

安芸高田市の災害対応をするうえで必要不可欠である。
全職員の精鋭化により組織を高めていくうえで必要不可欠であ
る。

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
小笠原　晃之

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

9

国や県と重複のない事務事業である

1

常備消防費

常備消防費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

消防本部　消防総務課

（42）0931

32

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

消防職員
対　　　象

（誰のために）

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防職員研修事業

4昭和 48

施　 策 消防力の強化（常備）
2

会計名

消防費

消防費

○

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

研修により現場対応能力の向上は図られている。
研修後、職場内で訓練及び教養を実施することによりスキル
アップを図っている。
長期研修の見直しから、本年度は短期研修1週間程度の研修を

コスト削減の余地は見当たらない。

19,193

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

消防職員を消防学校等の教育施設へ派遣し講習・研修することにより、必要な職務遂行能力の向上を図り、市民が安全で快
適な生活が行えるよう消防力の強化を図ることを目的とする。

消防研修事業・救助研修事業・救急研修事業・予防研修事業・消防長会主催会議出席事業

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

合計 5,6755,675 一般財源等

○

×

人件費

6,883一般財源等6,883

受益者負担

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

19,193

内　　　容

 直接事業費 3,210

23年度 24年度

直接事業費 2,158

○

○

―

○

○

―

合計

―

人件費

○

―

6,883 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,517 15,983

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

長期研修の見直しから、本年度は短期研修1週間程度の研修を
多く受講させたことによって、ほぼ研修計画とおりの成果と
なった。
今後は、研修後の職場内での訓練及び教養等の内容から重要度
の高い研修を優先的に計画に組込み、重要度の低いものは縮小
又は削減を行うべきである。

－

2.79

19,193

40.00

0.45

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

消防学校（救助科）、小型船舶操
縦士講習、玉掛け技能講習、小型
移動式クレーン運転技能講習、公
開講座

人

消防学校（救急科・救急救命士再14.00

529,090

24年度

－

1,522,489

－

9.00

26.00 17.00

－

46,136.03

17.0016.00

－

58.0038.00 32.00

33.00

23.00

合計

年度

19,697.73

人

指　標　名　等

5,675

必要人員

5,675

単位

人
消防研修

計画値

時間外勤務手当 千円 40.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度
―

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

×

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

千円

人

消防学校（初任教育・初級幹部
科・特殊災害科・第２級陸上特殊
無線・現場指揮養成教育）、消
防・救急緊急自動車運転技能研
修、中型自動車限定解除、全国消
防技術者会議、公開講座　研修受
講延べ人数

6,883

備 考
（指標の計算方法、算式等）

6,883

21.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 787,909

82.50% －

単位

対　前　年　比

救助研修

－

計画値

－

323,750

16,187.5025,194.76

20.00

95.24%

実績値

単位当たりコスト②

人

コ ス ト

合計 19,193

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

研修受講及び資格取得

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

研修受講延べ人数÷年度研修計画
人数※研修計画に基づくものに限
る

年度－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

年間を通じ、新規採用者の研修を実施し必要な資格を取得させた。
長期研修の見直しを行い、短期の研修を多く受講させることによっ
て多くの職員を派遣することができた。

解決できていない課題

計画的な救急救命士等の資格取得及び再教育等の樹立

新入職員の研修費のため

消防総務課長　土井　実貴男

常備消防費に要する経費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

消防学校（予防査察科）、予防技術
検定、調査技術者会議、企業防災対
策指導研修

消防長会会議等出席研修延べ人数

消防学校（救急科・救急救命士再
教育）、派遣教官（救急科外傷処
置等）、全国救急隊員シンポジウ
ム、日本救急医学会中国四国地方
会、病院実習、研修受講延べ人数

目標値
（目標年度）

年度

14.00

82.00 93.90

100.00 100.00

－

25年度

11.00

20,025.00

－

100.00

6.00

－

年度

12.00

23年度 24年度

26.00

17.00

559,065

11.00

32,886.18

141.67%

17.00

27.00 23.00

16.00

－

－

指
標

24.00

240,300

11.00

人 実績値

単位

26.00

人 実績値

予防研修

単位

消防長会主催会議出席
単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値
救急研修

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

－ 年度

計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
研修受講割合

指　標　名

23.00 －

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

－ 年度実績値

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

032 消防本部 消防総務課（消防職員研修事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

―

○

○

チェック

市民の生命・財産を守るため、消防職員の装備等及び活動拠点
を的確に管理することによって、市民生活の不安を解消でき
る。

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
小笠原　晃之

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

9

国や県と重複のない事務事業である

1

常備消防費

常備消防費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

消防本部　消防総務課

（42）0931

33

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

消防職員及び消防業務上接する人並びに消防施設を利用する人
対　　　象

（誰のために）

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

職場環境等整備事業

4昭和 48

施　 策 消防力の強化（常備）
2

継続 会計名

消防費

消防費

○

―

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

災害現場活動において、作業が素早く的確に行えるよう貸与品
を更新させるとともに、職員の安全確保に有効な事務事業であ
る。
懸案事項であった、耐震化工事を実施し更なる災害拠点施設と

施設の老朽化に伴う修繕等の増加が見込まれる。
被服・装備について必要な性能を確保できている物については
貸与規則上貸与可能であっても現有品を使用し、新品は貸与し
ていない。
装備の必要状況を把握し、貸与規則に追加又は削除する等適正
に管理する。
本部と分駐所の維持管理（保守）に関して一括で契約可能なも
のがあれば一括契約とし、コスト削減に努める。
平成25年度のコスト大幅減は平成２３年度、２４年度で実施
した耐震化工事が終了したことによる。

25,620

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

良好な環境のもとにおける就労と、スムーズな災害出動体制の確保を図る。
（消防職員被服、個人装備品管理、消防施設等の管理運営を行う。）

消防職員被服・装備品管理事業、消防施設管理運営事業、消防職員委員会事業
本部庁舎の耐震化工事（H23年度、H24年度）

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

合計 73,86575,597 一般財源等

○

○

人件費

16,992一般財源等16,992

受益者負担

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等 44,500

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

70,120

内　　　容

 直接事業費 62,318

23年度 24年度

直接事業費 72,294

×

×

―

○

―

○

合計

―

人件費

○

―

16,992 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,303

1,732

7,802

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

懸案事項であった、耐震化工事を実施し更なる災害拠点施設と
しての機能を維持するよう努めた。

－

1.07

25,620

4.00

0.42

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

修繕及び改修箇所
耐震化工事（監理含む）

人

活動服（夏・冬）、救急服（夏・389.00

436,615

24年度

－

13,846,265

－

4.00

452.00 532.00

－

3,461,566.25

4.006.00

－

4.004.00 4.00

4.00

46.00

合計

年度

3,574,437.75

人

指　標　名　等

73,865

必要人員

75,597

単位

箇所
管理施設数

計画値

時間外勤務手当 千円 12.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度
○

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

千円

人

消防施設箇所数
（本部（署）庁舎、北部分駐所、
西浦訓練場、ヘリポート）

16,992

備 考
（指標の計算方法、算式等）

16,992

11.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 14,297,751

100.00% －

単位

対　前　年　比

各施設修繕及び改修

－

計画値

－

43,365,000

3,942,272.7339,692.27

11.00

100.00%

実績値

単位当たりコスト②

箇所

コ ス ト

合計 70,120

―

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

修繕費

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

庁舎内事故発生件数

年度－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

庁舎の耐震改修工事を行い、防災拠点施設として機能できるよう改
修した。

解決できていない課題

老朽化した庁舎付帯設備の更新。
庁舎老朽化に伴う計画的な修繕の樹立。

消防総務課長　土井　実貴男

常備消防に要する経費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

活動服（夏・冬）、救急服（夏・
冬）、ベルト（活動服用・救急服
用）、短靴、災害用個人装備の整
備（ゴム長靴、編上靴、ケブラー
手袋）等個数合計
職員関係支給品総額

目標値
（目標年度）

年度

389.00

0.00 0.00

0.00 0.00

－

25年度

9,904.23

－

0.00

－

年度

456.00

23年度 24年度

452.00

653.00

4,175,827

6,394.83

143.20%

532.00

－

－

指
標

4,516,327

実績値

単位

実績値

456.00

単位

単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値
消防職員被服・装備更新

対　前　年　比

個

計画値

コ ス ト

計画値

653.00

532.00

－

389.00 職員関係支給品総数

年度

計画値

実績値

452.00

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

個
消防職員被服・装備更新

計画値

実績値
庁舎内事故発生件数

指　標　名

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

456.00 653.00 － 年度実績値個

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

033 消防本部 消防総務課（職場環境等整備事業）



年 月 ～ ―

―

備考欄（留意事項）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

×

○

チェック

本市消防の活動データを年報として記録することによって、消
防行政の現状等把握できるため必要な事業である。
人事管理は、適正な人員配置（採用を含む）を計画し、消防力
の低下を招くことなく災害対応をするため必要不可欠である。

担当部課

作成者氏名

一般会計

電話
小笠原　晃之

市民のニーズを的確に把握している

0826

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

9

国や県と重複のない事務事業である

1

常備消防費

常備消防費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

消防本部　消防総務課

（42）0931

34

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

款

大事業

市民、消防関係機関、協力団員及び消防職員並びに消防業務上接する人
対　　　象

（誰のために）

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

消防総務事業

4昭和 48

施　 策 消防力の強化（常備）
2

継続 会計名

消防費

消防費

―

○

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

×

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

○

平成２３年度末に３名、平成２４年度末に５名の採用が決定し
たが、退職者等に対し、欠員補充ができていない。（条例定数
を満たしていない。）

市民の安全安心を守るためには、コスト削減の余地は見当たらない

9,957

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

財源（千円）

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

効
率
性

質の高い事務執行と将来的な組織構想の構築、人事ローテーションによる職員個々の能力開発と組織の活性化及び適正経理
事務を行い、予算執行の把握を行う。
消防年報を作成する。

幹事課事業、年報発行事業、人事管理事業、消防経理管理事業、式典・表彰事業

コスト（千円）

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

合計 18,12018,120 一般財源等

○

×

人件費

1,412一般財源等1,412

受益者負担

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）コスト コスト（千円）

国県補助金等

一般財源等合計

人件費 受益者負担受益者負担

国県補助金等国県補助金等

9,957

内　　　容

 直接事業費 1,146

23年度 24年度

直接事業費 1,096

○

○

―

―

○

○

合計

○

人件費

○

○

1,412 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

17,024 8,811

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

－

1.11

9,957

49.00

2.12

25年度

千円 目標年度に目標を達成できそうである

消防庁長官表彰１名
全国消防長会６名
推薦事務

人

0

24年度

－

0

－

7.00

－

0.00

1.0014.00

－

49.0049.00 49.00

46.00

613.00

合計

年度

52.00

H26

0.00

人

指　標　名　等

18,120

必要人員

18,120

単位

人
消防職員数

計画値

時間外勤務手当 千円 730.00

実績値

活
動
・
結
果
指

対　前　年　比

23年度
○

今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

有
効
性

×

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

千円

人

3月31日現在における消防職員
数

1,412

備 考
（指標の計算方法、算式等）

1,412

14.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 0

93.88% －

単位

対　前　年　比

消防職員の表彰

－

計画値

－

0

0.000.00

7.00

50.00%

実績値

単位当たりコスト②

人

コ ス ト

合計 9,957

○

×

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

欠員補充

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

新規採用職員人数

年度－

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

職員の兼務及び組織の効率化について継続して見直し検討した。

解決できていない課題

条例定数までの消防職員の人員確保

消防総務課長　土井　実貴男

常備消防に要する経費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

条例定数　52人

目標値
（目標年度）

年度

4.00 5.00

5.00 5.00

－

25年度

4.00

－

3.00

3.00

－

年度

23年度 24年度

0

5.00

5.00

－

－

指
標

-

0

5.00

人 実績値

単位

-

実績値

98.08

消防職員採用

単位

単位 計画値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

88.46

88.50

－

100.00 条例定数との比較
年度末職員数÷条例定数５２人

年度

計画値

実績値

98.08

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％
消防職員充足率

計画値

実績値
消防職員採用

指　標　名

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

98.08 88.46 － 年度実績値％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

034 消防本部 消防総務課（消防総務事業）



月 ～

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

消防資機材整備事業
消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4

大事業

継続

―

○

中事業

被災者（要救助者）
消防職員

48

施　 策 消防力の強化（常備）
2

常備消防費

常備消防費

消防費

消防費

款 9

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

国や県と重複のない事務事業である

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である ―

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

○

―

チェック

　消防資機材は耐用年数及び経年劣化があり、消防活動上の安
全性を考えると必要性の高い事業であり、長期的な計画に基づ
き実施する。
　社会環境の変化による様々な災害に対応するための科学的・
効率的な資機材の整備が必要である。

―

―

備考欄（留意事項）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

事務事業名

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤本　弘幸

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0932

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

35

事務事業の評価（Check）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

コスト（千円）財源（千円） 財源（千円）

国県補助金等

17,901

189,000

11,580人件費

直接事業費国県補助金等33,591 32,289

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

合計

―

25年度

○

○

―

直接事業費 189,987

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

17,700 直接事業費

24年度23年度

207,888 1,355一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

19,055

人件費 受益者負担

一般財源等合計一般財源等

19,055

コスト

合計 18,888

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

45,171

○

○

―

○

○

12,882

受益者負担を検証している

効
率
性

各種災害に対応できるよう、指令関係施設・車両等（大規模備品）の整備を図るとともに、職員が安全かつ迅速に活動が行
えるよう、消防力の整備指針に基づき適正管理を行うとともに更新計画に基づいた更新整備を行う。

車両更新計画に基づいた更新を行い、定期的に消防車両等（大規模備品）を更新する。
高規格救急自動車及び高度救命処置用資機材の購入を実施する。
電波法関係審査基準の改正に伴い、現在使用しているアナログ無線（１５０Ｍｈｚ帯）の使用期限が平成28年5月31日ま
でと規定されたことにより、消防救急無線のデジタル化整備を計画的に実施する。

―

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

○

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

　消防業務の市民サービス低下は、市民の生命、身体及び財産
に直接影響を及ぼすものであり、迅速、効果的な消防活動を行
うためには、車両・資機材等を計画的に整備する必要がある。

　消防資機材は耐用年数を基準として、使用頻度・経年劣化等
の調査結果に基づいた整備・更新を行っている。
   維持管理についても必要最小限のものとなるようにし、コス
トの削減に努めている。効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

年度

○

合計

―

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

専門性をもった人材を活用できている

活
動
・
結
果
指

単位

台

箇所

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

実績値

207,888

－

1,355

備 考
（指標の計算方法、算式等）

19,055

２３年度通信指令施設更新
２４年度高規格救急自動車・高度
救命処置用資機材の更新

年度

今後の計画値
（計画年度）

2.00

合計

5.00

24年度

1.00

29,411,221

人

200.00% －

207,888,000.00 －

2.04

25年度

千円

大規模資機材整備

－

計画値

単位当たりコスト①

コ ス ト 207,888,000

計画値

時間外勤務手当 千円

23年度

0.00

6.00消防救急無線デジタル化整
備 実績値

単位当たりコスト②

―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

コ ス ト

2,092.00

合計

人

指　標　名　等

18,888

必要人員

4,179,000

696,500.00

6.00 －

14,705,610.50

2.001.00

－

－

２４年度　基本調査（調査箇所）
２５年度　実施設計
２６年度　整備工事

45,171

－

1.59

12,882

有
効
性

―

―

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

―

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

　最新の車両及び資機材等を購入した場合、広報誌等に掲載し
て消防業務を市民にピーアールしている。

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

単位 計画値

実績値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

計画値

実績値

指
標

単位

単位

実績値

単位当たりコスト③

実績値

－ 年度

－

25年度

－

－

－

－

23年度 24年度

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値
改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

－

年度

年度

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　車両更新計画に基づき、高規格救急自動車及び最新鋭の高度救命
資機材を整備し、救急活動の向上を図った。
　次年度以降に向けて、消防救急無線デジタル化の基本調査業務委
託を実施し、基本構想を作成した。

解決できていない課題

  消防車両は、地域の特性及び各消防本部の運用を踏まえた特別仕様とな
るため、消防広域における標準仕様書を作成し、車両のコストを削減す
ることは困難である。

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

目標値
（目標年度） 予算（大事業）名

年度

完了した

縮小して継続する

－

改善項目

①

②

優先的に継続する
主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉田　昭文

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

実績値

消防力の整備指針に示された市町村が目標とすべき整備水準を基に、地域の実情に即した適切
な消防体制を整備し、市民の安全安心を守る体制を構築している。

－ 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

035 消防本部 消防課（消防資機材整備事業）



月 ～

チェック

　大規模災害発生時に即座に対応できるよう、県内の消防が連
携して行う訓練は特に重要である。
　また、総合防災訓練に関しては、各防災機関等との連携訓練
への参加・計画等も必要である。

　全体的に、消防職員として訓練及び防災に関する研修、講習
を受講することは、災害に対する最新の知識、情報、技術を養
うことであり、市民の安全を守る上で欠かせない事業であり、
妥当といえる。

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）
0826

（42）0932

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

会計名

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤本　弘幸

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性 市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

36

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

広域災害対応事業

4

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

　被災者（要救助者）

○

○

―

―

○

―

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

48

施　 策 消防力の強化（常備）
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

　防災訓練等への参加及び訓練計画の必要性は認識されている
が、当本部の災害対応に関わる人員が限られており、職員が訓
練参加や講演会を受講する機会が少ないのが現状である。
　各職員が積極的に各行事に参加できるよう組織的な支援が必

　大規模災害対応には、職員の知識・技術の向上が必要であり
災害の予防と軽減を図るためにも効果的な事業である。

○

単位あたりコストを削減することはできない

4,721

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

効
率
性

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

4,721合計 6,1596,159 一般財源等 116一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

一般財源等合計

23年度 24年度

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

　消防広域相互応援協定に伴う援助及び、各種防災訓練への参加や講習会等の企画立案する。

・各種防災講習会の企画または参加
・消防広域相互応援協定に伴う応援・援助活動の実施及び活動報告
・消防緊急援助隊における訓練・活動
・各種総合防災訓練への参加

財源（千円）

 直接事業費

―

○

―

○

○

○

○

―

○

合計

―

116

コスト（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費 受益者負担

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

116

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 107

人件費

国県補助金等国県補助金等

6,052 4,662

59

財源（千円）

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

　各職員が積極的に各行事に参加できるよう組織的な支援が必
要である。

○

28.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

4,721

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

0.64

4,721

25.00

－

－

4,202,010

221,158.42246,773.77

19.00

12.00

16.00

－

51.00

合計

人

指　標　名　等

6,159

必要人員

6,159

時間外勤務手当 千円

23年度

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

24年度

3.00

519,430

59.5%

15.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

622,977

24.00

21.00

23.1%

86.36%

－

21,642.92

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

市民への情報提供を行っている

800.00% －

207,659.00

計画値

－

5,429,023

コ ス ト

消防広域相互応援事業
実績値

実績値

116

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

0.77

合計

3.00

○

―

―

○

○

―

―

合計

―

116

平成24年度実績

防災講習会　3人
各主管課長会議　5人
防災担当者会議　4人
その他会議・研修・訓練　１２人

目標年度に目標を達成できそうである

市
民
参
画

有
効
性

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

22.00

平成24年度実績

緊急援助隊会議・訓練　6人
各種総合防災訓練　13人

防災講演会・講習会・研
修・会議

計画値 事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

必要最小限の人員で、消防広域相互応援を行う必要があり、各種防
災訓練、緊急援助隊合同訓練及び防災講演会等に参加、他の消防本
部との連携強化及び職員の知識、技術の向上を図った。

解決できていない課題

杉田　昭文
優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

年度

－

23年度 24年度

－

－

－

指
標

単位

単位

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

計画値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

実績値

25年度指　標　名

－

－

－

単位 計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

年度

③

実績値

指標化できない成果

－
ｱｳﾄ

ｶﾑ

036 消防本部 消防課（広域災害対応事業）



月 ～

○

―

―

チェック

　消防業務は、自然災害、人的災害、火災、救急救助等活動も
広範囲にわたり、都市化と高齢者人口の増加による災害形態の
変化とベテラン職員の退職により若手職員の技術向上を行って
行く上で欠かせない事業であり、今後において発生が懸念され
る大規模災害に備えるためにも継続する必要がある事業であ
る。

―

―

備考欄（留意事項）

対　　　象
（誰のために）

事務事業名

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤本　弘幸

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0932

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

37

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

○

○

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

消防費

消防費

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

常備消防費

常備消防費大事業

継続

　被災者（要救助者）
　消防職員

48

施　 策 消防力の強化（常備）
2

4

―

○

中事業

消防活動事業
消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策 3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

　年間計画に基づき、計画的に執行した。
　専門知識や技術を持った職員の人材育成及び強化を目標とし
た訓練計画をたて、またそれを実施することにより、消防技術
のスキルアップが図られている。

　消防業務の市民サービス低下は、市民の生命、身体及び財産
に直接影響を及ぼすものであり、迅速、効果的な消防活動を行
うためには老朽化した資機材を計画的に整備する必要があり、
必要な装備は、コスト的には最小限にし、効率的に行った。
　さらなる効率性を高めるために、訓練内容にあっては随時、
検討・見直しを図っている。

3,843

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○

○

―

○

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

受益者負担を検証している

効
率
性

　消防車両の維持・管理を始め、必要な備品及び消耗品等を計画的に購入し、消防活動における充実性ならびに強化を図
る。また、災害活動及び訓練に関し、観察・評定を実施するとともに、消防訓練においての安全管理を徹底する。

・現場活動・訓練の観察及び評定（総合訓練の企画・立案含む）。
・消防力整備指針による消防力の適正管理・維持。
・計画的な備品又は消耗品の購入。
・車両（安芸高田８）の維持・管理に伴う点検または修理の実施。

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

○

3,843 ―一般財源等

コスト

合計 4,1954,195 515一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

515

人件費 受益者負担

一般財源等合計

 直接事業費

23年度 24年度

直接事業費 720

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

国県補助金等910 国県補助金等

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

合計

―

25年度

○

○

―

515 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

3,475 2,933人件費

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

のスキルアップが図られている。

　消防資機材の整備を行うことで老朽化による不測の故障を防
止し、災害に迅速かつ安全に使用でき、安全・安心な市民のニ
ーズに効果が図れる。

－

0.39

3,843

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 　広報活動も兼ね、比較的規模の大きな訓練やイベントを実施
する際には報道機関に情報提供を行い、逐次市民に対しても広
報誌やホームページへ掲載することにより消防活動をアピール
している。

目的が達成できるような事務事業の内容である

3,843

24年度実績（１月末現在）

計画値１００％は、予算割合
　予算額　６８４，０７５円　①
　執行額　６０５，６４０円　②
　②/①＊１００＝８８．５３％
　コストは執行額

有
効
性

―

○

―

6.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

605,640

6,841.078,550.29

88.53

105.27%

－

462,598.14

100.00

6.005.00

コ ス ト

77.00

合計

人

指　標　名　等

4,195

必要人員

物品等
100.00

実績値

単位当たりコスト②

4,195

5.00

3,238,187

84.1%

100.00

人0.44

25年度

千円

消防訓練

71.4%

計画値

84.10

単位当たりコスト①

コ ス ト 2,755,921

719,079

計画値

140.00% －

551,184.20 －

実績値

515

備 考
（指標の計算方法、算式等）

515

24年度実績

中訓練　3回
大訓練　2回
消防長査閲　１回
ヘリ研修　1回

年度

今後の計画値
（計画年度）

7.00

合計

94.00

24年度

活
動
・
結
果
指

単位

回

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

○

―

合計

―

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

専門性をもった人材を活用できている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

年度

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

杉田　昭文

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　消防活動技術は、多種多様であり年間訓練計画を立て隊員間の連
携及び技術・知識の向上を図った。
　計画的に資機材を整備することで、職員の安全管理のほか活動職
員の災害現場における活動時間の短縮などの成果が見られる。

解決できていない課題

　定年退職者の増加に伴い、職員の平均年齢も若くなり、消防技術及び
知識の継承が課題となっている。

優先的に継続する

目標値
（目標年度）

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

－

年度

－

25年度

－

－

－

－

23年度 24年度

－ 年度

単位 計画値

実績値

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

計画値

実績値

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

－ 年度

消防技術のスキルアップが図られている。
指標化できない成果

実績値
ｱｳﾄ

ｶﾑ

037 消防本部 消防課（消防活動事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

119番通報の受付を確実に行うため、通信指令施設を適正に維
持管理し、その施設の迅速的確な操作及び出動指令並びに情報
提供が行えるよう指令員の研修、訓練の実施及び指令データを
常に最新に保つため、新築建物の情報収集及び現地調査により
最新情報を指令台に反映させるための更新作業を行っている。
また、専門業者に保守業務を委託し、システムの定期点検及び
消耗品の予防交換により機器のトラブルを最小限に抑え、万が
一の機器トラブル発生時には可及的速やかな普及体制を構築し
ている。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
小笠原　祐二

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

39

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

被災により、消防行政を必要とする被災者と消防関係者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

通信指令施設の運用、管理事業

3

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 14

施　 策 消防力の強化（常備）
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

専門業者による通信指令施設の点検及び職員によるメンテナン
スを計画的に実施したことにより、機器の障害を最小限に抑え
ることができた。

指令施設の更新に伴う位置情報通知システムの導入により、セ
キュリティー性の高い安価な公衆回線を使用することが可能と
なり、回線使用料の削減が実現できた。また来年度には安芸高
田市の光ネットワークの活用に伴う専用回線の廃止による更な
るコスト削減が可能となる。

41,374

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

41,374一般財源等合計 52,17352,173 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○10,107一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

119番通報の受信及び出動隊への出動指令を行う通信指令施設を常時良好に運用できるよう維持管理を行うとともに、
119番通報の受付から出動隊現場到着までの時間短縮、事案発生初動体制における的確かつ有効な支援情報を行うことによ
り、災害による被害を最小限に抑える。

通信指令施設運用事業、通信指令技能向上事業、指令データ管理業務、通信指令機器保守点検事業

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等4,500

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 10,399

人件費

○

10,107

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

―

―

○

○

○

合計

―

○

○

10,107 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

41,774 36,874

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 広報誌やホームページにより、119番通報の正しいかけかた及
び携帯電話やＦＡＸ１１９などの通報要領や説明などを掲載し
ている。

―

4.00

指令員の技能向上研修の実施により、成果指標の受付から指令
まで2分以内に処理した割合は76％で前年度を上回り、受付か
ら消防隊が現場到着するまでの時間短縮に繋がった。

4.81

41,37441,374

5.00

12.00 指令員の技能向上を目的とした研12.00

36.00

4.00

時間外勤務手当 千円

23年度

396,730

11,020.289,602.92

36.00

31.00

合計

人

指　標　名　等

52,173

必要人員

52,173

100.00%

159,557.50

通信指令施設定期メンテナ
ンス回数

36.00

通信指令施設保守点検回数

71.4%

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 4,822,170

4.00

345,705

合計

1,857.00

24年度

5.00

638,230

100.0%

36.00

有
効
性

○

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

80.00%

964,434.00

10.00

計画値

人

千円

36.00

5.39

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

職員による定期メンテナンスを実
施した回数、システム稼働状況の
確認、システム再起動、消防無線
基地局・固定局点検、バッテリー
交換など

年度実績値

10,107

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

10,107

通信指令施設（1回）、無線電話
装置（2回）、気象観測装置（1
回） 計 4回  （平成24年度保守
契約料は、指令施設及び気象観測
装置は無償保守であるため実質無
線保守料のみ）

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

杉田　昭文

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

消防・救急無線デジタル化に伴う調査業務において、整備費用及び
ランニングコスト削減のため、安芸高田市の光ネットワークを活用
した整備計画を進めている。

解決できていない課題

指令台と外部機関との接続回線は、ＮＴＴの専用線を使用しており、使
用料低廉化を図るため、他社の専用線サービス利用を検討したが、指令
台の改修に多額の費用を要する事から現状コスト削減は困難である。

位置情報通知システムの導入に伴う新発信地表示
システム回線利用料の削減

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

通信指令施設維持管理費削減

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

受付から出動指令までを2分以内
に処理した割合

年度

100.00%

12.00

消防活動管理費

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

指令施設の住民データ及び地図デー
タを最新のものに更新・修正した回
数

指令員の技能向上を目的とした研
修及び新規通信員の育成を目的と
した研修を一人が年間に実施した
回数

目標値
（目標年度）

2.00

313,072.50

6.00

23年度 24年度

12.00

6.00

1,178,289

2.00

196,381.50

3.00

75.00 76.00

100.00 100.00

150.0%

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値
技能向上研修実施回数

対　前　年　比

回

10.00

計画値

実績値

100.00

6.00

1,878,435

4.00

指
標

データ更新回数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値

受付から出動指令までの時
間短縮

指　標　名

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

受付から出動までの時間短縮は、１１９番の聴取要領及びシステム操作の向上により可能である
が、確実性を重視しなければならない状況もあるため、短縮だけを目標にできない面もある。指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

039 消防本部 消防課（通信指令施設の運用、管理事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 48

施　 策 消防力の強化（常備）
2

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

―

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

警防活動事業

4

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市で発生した、救急・救助を除く火災等の各種災害にかかるすべての関係者
安芸高田市の消防団員及び消防吏員

一般会計

42

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防署　警防課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）3952

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
下津江　健

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

　市民の生命や財産を各種災害から守るもので必要不可欠であ
る。

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

122,176 87,053

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

1,906

○

合計

○

○

○

―

―

―

○

1,906

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 2,044

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

災害による被害縮小を目的とし、職員による日常から各種訓練や、消防団員への訓練指導等を行うことにより、消防職員及
び消防団員の災害対応能力を高める。

火災・各種災害対応事業、火災・各種災害対応向上事業、警防資機材管理事業及び消防団連携強化事業。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,010

1,906一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 124,220124,220 一般財源等 89,063

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

89,063

　火災、警戒、その他の災害に出動し、市民の生命や財産を各
種災害から守ることができた。
　高度な技術と知識を備えた隊員が必要であり、自己研鑽も当
然であるが、消防学校及び消防大学校等における教育機関での

　日ごろから基礎訓練及び応用訓練を実施することで、現場で
の災害活動が迅速・確実にできるものであり、日々訓練を実施
している。
　しかし、職員数が国の定めた消防力の整備指針の基準に到達
していないため、これ以上の職員削減は災害対応力等の観点か
らして非常に効率的で無い。また、コストの大半は人件費であ
り、コスト減の余地はない。
　人件費が減少しているが、兼務職員が本部の事務や研修等を
実施しているため警防活動事業の時間割合が減少したものであ
る。

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

―

○

1,906

火災出動件数
　３５件（誤報２件含む）
警戒出動件数
　３２件
その他出動件数
　　２件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

時間

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1,906

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

各種訓練は年間を通じて毎日実
施。その他事業所合同訓練等の訓
練時間から算出。

年度

人

千円

5,094

14.66

単位当たりコスト①

125.45% －

136,614

計画値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

78,467,360

合計

8,065

24年度

55

6,503,710

－

5,094

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 7,513,758

69

火災・各種災害対応訓練
6,854

火災・各種災害出動件数

－

実績値

計画値

107.27%

－

94,257

8,645

合計

人

指　標　名　等

124,220

必要人員

124,220

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

62,694,160

11,47415,405

5,464

5,000

0

89,063

0

11.15

89,063 然であるが、消防学校及び消防大学校等における教育機関での
養成が必要であることから、今後においても継続実施すること
が必要である。また、最新の知識や技術を活かせる資機材の整
備や勤務体制も重要である。
  消防団訓練指導が計画値から下回った理由については、消防
団からの訓練指導要請が減少したためである。

　災害件数及び種別等の情報提供を行い、市民への注意喚起を
行っている。
　消防法では、火災発見者の通報義務や関係者の消火義務、火
災の現場附近に在る者の協力義務について定めており、火災の
初期に通報や初期消火に関わることがあるが、市民参画とは意
味が違う。

○

0

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

1,584,264 －
警防資機材整備管理

単位 計画値 941,000

円 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

実績値

活動中の隊員の事故発生件
数

指
標

消防団訓練指導
単位

単位

101 250

758,322

1,869,000 1,906,000

－

－

0

計画値

実績値

－時間 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

50

－

0 0

0 0

－

250

23年度 24年度

49

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

消防団の訓練指導に要した延べ時
間（訓練指導13回、計33人）

消防車両の車検及び点検、機械器具
の整備及び点検費用、消耗品の購入
費

目標値
（目標年度）

年度

活動中の隊員の死傷者数

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　消防操法の基準にある消防ポンプ操法（小型ポンプ操法）を年間
を通じて実施し、基本の再確認及び個々のスキルアップに努めた。

警防活動事業、救助活動事業、救急活動事業の３事業を全て災害対
応として「警防活動事業」の１事業に統合する。

解決できていない課題

　職員数が少ないため、通信指令業務に従事したり、災害種別によっては救
急車や救助工作車への乗り換え出動を行うなど多種にわたる業務を行ってい
る。特に救急出動の回数が多く、救急出動中に他の災害が発生した場合は、
出動人員が減り災害活動に支障がある。　また、大量退職時代を迎え熟練職
員が退職して、経験年数が５年以内の職員が多くなり、火災・各種災害対応
訓練を始め、救急訓練、救助訓練など幅広い訓練を行い技術伝承を行う必要
があるが、救急出動などが多く訓練が十分にできていない。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

常光　光徳

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

042 消防署 警防課（警防活動事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

バイスタンダーの適切な応急処置は、救命率の向上に必要不可
欠であり、引き続き市民のニーズにあった応急手当の普及啓発
を継続する必要がある。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
谷口　修二

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防署　警防課担当部課

作成者氏名

47

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

地域団体、各学校幼稚園保育園、市内の企業、福祉施設等からの要請。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

応急手当普及啓発事業

4

○

○

○

×

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 47

施　 策 救急･救助体制の充実
2

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

普通救命講習の割合を高くし、応急手当の内容を充実するため
にウェブ講習を導入し講習時間の短縮、興味を持ってもらうよ
うにする。ただ、講習会は各事業所、地域からの要請に基づき
実施しているため目標値を設定しても達成することが困難な状

地域団体、職場学校等から要請により出稿して講習会を開催し
ており実施件数は流動的である。応急手当普及団体は日本赤十
字社等も実施しており、当市においても日本赤十字社による講
習を受けている事業所もある。今年度は救急補助員、消防関係
業務指導員を積極的に講習会に出向しており、職員の時間外な
どコストの削減につながっている。講習は昼夜無料で行ってい
る。

1,102

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

1,102一般財源等合計 2,6102,610 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―894一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

家庭内及び地域学校職場等で発生した傷病者に対して付近者が応急処置を行うことにより救命率及び社会復帰率の向上を目
指す。

心肺蘇生法及びＡＥＤの使用法並びに怪我等の応急処置の講習を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等623

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 846

人件費

×

894

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

合計

―

○

―

894 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,764 479

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 救急現場に居合わせた人が、救急車到着までに応急手当が行え
るよう、市民に対して救急法の普及啓発を行っている。

○

2,050.00

実施しているため目標値を設定しても達成することが困難な状
況が発生すると思われる。来年度からは定期的な講習を実施す
る予定である。

－

0.06

1,1021,102

2,183.00 2,050.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

116.00

合計

人

指　標　名　等

2,610

必要人員

2,610

－

応急手当普及啓発活動

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

2,312.00

合計

48.00

24年度

1,905.00

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

―

121.36% －

計画値

－

人

千円

0.21

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

894

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

894

受講者の合計
救急教室　　73回　2200名
普通救命講習　2回　　56名
上級救命講習　1回　　29名
普及員再講習　4回　　27名
※計画値は３年間の合計が生産年
齢人口の３５％となる値

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

常光光徳

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

救急補助員及び消防関係業務指導員を活用して、応急手当普及啓発
の市民指導を行った。非番週休職員の負担軽減と時間外勤務の縮減
に一定の効果を得た。

解決できていない課題

救急教室の割合が高く、内容の充実した救命講習の割合が少ない.。来年
度から普通救命講習の定期開催を実施するため、参加を広く呼び掛ける
必要がある。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

過去３年間の受講者を生産年齢人
口で除したもの（外国人を含む）

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

44.70 38.40

35.00 35.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

35.00

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
応急手当普及率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

047 消防署 警防課（応急手当普及啓発事業）



年 月 ～

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

メディカルコントロール事業
消防本部　消防課担当部課

作成者氏名

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4

○

―

中事業

大事業

継続

救急隊員（救急救命士含む）

平成 18

施　 策 救急･救助体制の充実
2

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

常備消防費

常備消防費

消防費

消防費

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

市以外が実施主体になりえない事務事業である ○

―

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

対　　　象
（誰のために）

事務事業名

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤本　弘幸

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）0932

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

48

事務事業の評価（Check）

○

○

○

チェック

　メディカルコントロール体制を充実させ、救急救命士を含む
救急隊員が行う病院前救護の質を向上させる。
　救命率を向上させるため、救急現場から医師の指示・指導・
助言を受ける円滑な体制の確保、気管挿管、薬剤投与救命士の
養成、医学的観点からの救急活動事後検証、救急救命士等の再
教育を実施する必要があり、継続する必要のある事業である。

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,156 1,528人件費

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

○

合計

―

25年度

○

○

―

直接事業費 173

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

国県補助金等296 国県補助金等

コスト（千円） 財源（千円）コスト（千円）

 直接事業費

23年度 24年度

374一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

374

人件費 受益者負担

一般財源等合計2,329 一般財源等

コスト

合計 2,329 ―

374

受益者負担を検証している

効
率
性

　医師の指示・指導・助言及びMC検証医師による事後検証、病院研修を通じ、救急隊員の救急医療に対する知識・技術の
向上を図る。また、医師の指導による最新技術・技能を修得することにより救命効率の向上を図る。

・医師の指示・指導・助言及びMC検証医師による事後検証の実施。
・医療機関での研修、事例研究会・症例研究会への参加。

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

1,824

○

○

―

―

○

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　地域におけるメディカルコントロール体制整備の充実により
救急救命処置の高度化と検証医師からの指導・助言による救急
活動の質の坦保及び質の向上が図られた。
　今後も、救急活動の質と救命率の向上を図り市民の「安心」

　救急業務の質を医学的観点から高めるため、
　①救急救命士に対する医師の指示・指導・助言体制の強化
　②救急活動の事後検証の確立
　③救急救命士の再教育の充実
の３点を重点的にメディカルコントロール協議会及び医療機関
と連携を図りながら、メディカルコントロール体制の整備、充
実を行った。

1,824

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

単位あたりコストを削減することはできない

○

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

年度

―

合計

―

千円

人

目標年度に目標を達成できそうである

○

専門性をもった人材を活用できている

活
動
・
結
果
指

単位

件

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

実績値

374

備 考
（指標の計算方法、算式等）

374

24年度実績
検証票提出件数　４５件
CPA　３０件
外 傷　１５件

年度

今後の計画値
（計画年度）

45.00

合計

72.00

24年度

80.36% －

12,054.14 －

2,329

56.00

720,933

47.1%

21.00

人0.27

25年度

千円

事後検証

107.7%

計画値

16.00

単位当たりコスト①

コ ス ト 675,032

1,480,968

計画値圏域MC協議会会議
圏域MC症例研究会

21.00

実績値

単位当たりコスト②

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,103,042

58,054.8492,560.50

19.00

118.75%

－

16,020.73

26.00

60.0060.00

コ ス ト

90.00

合計

人

指　標　名　等

2,329

必要人員

24年度実績
圏域MC協議会会議　3人
圏域MC症例研究会参加　１2人
救急救命士の処置範囲拡大に係る
実証研究に伴う講習の見学　2名
救急隊員のための基礎疾患講座
2名

有
効
性

―

○

―

45.00

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目的が達成できるような事務事業の内容である

1,824

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

　今後も、救急活動の質と救命率の向上を図り市民の「安心」
「安全」を構築するため、事業を継続し実施する。

－

0.20

1,824

○

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

計画値

実績値

単位 計画値

実績値

指
標

単位

単位

－ 年度

－

25年度

－

－

－

－

23年度 24年度

実績値

単位当たりコスト③

実績値

－

年度

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　メディカルコントロール協議会の整備推進計画に沿って実施して
おり、救急救命士及び救急隊員による救急活動の質を保持し救命率
の向上を図った。

解決できていない課題

  職員が少ないため、専従の救急隊編成ができない。

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

優先的に継続する

目標値
（目標年度）

年度

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉田　昭文

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

実績値 － 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

048 消防本部 消防課（メディカルコントロール事業）



年 月 ～ 　救助活動は市民生活に不可欠な業務であり、多種多様化する
災害の発生に一層の高度な救助活動が求められる。

○

9

1

○

○

備考欄（留意事項）

国や県と重複のない事務事業である

○

○

チェック

○

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
有間　剛史

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

消防費

消防費

常備消防費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

事務事業の概要（Plan）

0826
（42）0931

1 常備消防費

49

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

対　　　象
（誰のために）

　安芸高田市内で発生した救助災害にかかる要救助者。
　消防吏員。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

救助活動事業

2

大事業

昭和 48

○

―

○

中事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

施　 策 救急･救助体制の充実

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

4

消防署　警防課

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である妥
当
性

款

常備消防費

一般会計

市以外が実施主体になりえない事務事業である

担当部課

作成者氏名

継続

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

24年度

　救助活動事業は人命の安全確保を最優先にして行う業務で、
多種多様な災害事象へ対処し任務を十分果たすためにも、一層
の充実強化が必要である。
　高度な技術と知識を備えた隊員が必要であり、自己研鑽も当

　日ごろから基礎訓練及び応用訓練を実施することで、現場で
の災害活動が迅速・確実にできるものであり、日々訓練を実施
している。
　しかし、職員数が国の定めた消防力の整備指針の基準に到達
していないため、これ以上の職員削減は災害対応力等の観点か
らして非常に効率的で無い。また、コストの大半は人件費であ
り、コスト減の余地はない。

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

単位あたりコストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効
率
性

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

コスト（千円） 財源（千円）

61,916合計 37,49137,491 一般財源等 61,916合計 ―658一般財源等

人件費 受益者負担

一般財源等

受益者負担

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

　日常の各種訓練等を行い、個々のスキルアップ及び連携を強固にし、発生した災害から迅速、確実に要救助者の救出を図
ることを目的とする。

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 424

人件費

23年度

コスト コスト（千円）

　救助活動対応事業、救助活動対応力向上事業及び救助資機材管理事業。

財源（千円）

 直接事業費

財源（千円）

直接事業費

人件費

コスト（千円）

990 国県補助金等

受益者負担

国県補助金等

○

○

―

―

―

○

○

○

合計

○

○

○事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた ○

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

658

658

37,067 60,926

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

0.00

　高度な技術と知識を備えた隊員が必要であり、自己研鑽も当
然であるが、消防学校及び消防大学校等における教育機関での
養成が必要であることから、今後においても継続実施すること
が必要である。また、最新の知識や技術を活かせる資機材の整
備や勤務体制も重要である。

61,916

－

－

45,403,544

10,276.95

合計

人

指　標　名　等

37,491

必要人員

－

4,968.00

6,196.42

コ ス ト

4,000.00

0.00

104.57%

－

65,004.93

救助出動件数

－

実績値

計画値

4,418.00

1,892,456

対　前　年　比

実績値

37,491

時間外勤務手当 千円

23年度

7.65

61,916

26,179,885

合計

5,529.00

24年度

21.00

1,950,148

－

4,000.00

25年度

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

142.86% －

90,116.95

計画値

－

千円

4,225.00

4.15

単位当たりコスト①

単位

30.00

救助訓練時間

人

千円

救助訓練時間から算出
　
　４，４１８時間

年度

658

備 考
（指標の計算方法、算式等）

人

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

活
動
・
結
果
指

単位

件

時間

○

―

合計

―

目標年度に目標を達成できそうである

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

―

○

年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

658

救助出動件数

　３０件

今後の計画値
（計画年度）

市
民
参
画

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

　救助活動は専門に訓練された消防吏員が行う業務である。事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

常光　光徳主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

　継続的に救助資機材の取扱要領、救助事案を想定した訓練など、
訓練の充実を図りスキルアップに努めた。

警防活動事業、救助活動事業、救急活動事業の３事業を全て災害対
応として「警防活動事業」の１事業に統合する。

改善項目

①

②

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

資源配分の方向性

年度

年度

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

－

解決できていない課題

　救助隊は、多様化する救助事案に対応するため、専任化が求められて
いるが、職員の増加が困難な状況では、実現できない。

－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

活動中の隊員の死傷者数

救助工作車の車検、点検及び救助
資機材の修理等に要する経費

目標値
（目標年度）

－

年度

23年度 24年度

0.00

0.00

－－

0.00

0.00

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値

－

計画値

実績値

311,766.00

715,631.00 658,000.00

－

－

0.00

計画値

実績値

指
標

活動中の隊員の事故発生件
数

単位

単位

円 実績値

　
　
成
果
指
標

単位

単位

848,531.00
救助資機材維持管理費

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

単位 計画値

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

災害の発生は予測が困難である。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

049 消防署 警防課（救助活動事業）　



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 47

施　 策 救急･救助体制の充実
2

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

救急活動事業

4

常備消防費

常備消防費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市内で発生した救急事案で医療機関に搬送の必要な傷病者

50

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

消防費

消防費

消防署　警防課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）0931

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

常備消防費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
道沖　尊義

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

  法律に基づき全国一律に行っているサービスであり、市民の
生命身体財産の保護のため必要な事務事業である。

款 9

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

79,542 73,193

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

4,435

○

合計

○

○

○

―

○

○

○

4,435

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 16,263

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

救急通報等に基づき、医療機関に傷病者を適切に搬送するとともに、適切な応急処置を実施し救命率の向上及び社会復帰を
めざす。また、日常から救急活動に必要な処置等を訓練を通じ技術の向上に努め傷病者の悪化を防ぐことを目的とする。

急病や交通事故等で医療機関等に搬送の必要な傷病者を医師等の管理下におかれるまでの間、適切な応急処置を行い傷病者
の負担の軽減を図るとともに、救急救命士をはじめとする隊員による救命率の向上を図る。併せて救急車及び救急資機材の
維持管理を行い緊急時使用可能状態を継続させ、訓練により資機材対応能力を向上させる。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等13,763

4,435一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 95,80595,805 一般財源等 86,956

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

86,956

　広島圏域メディカルコントロール協議会において救急活動の
検証を行っており、多数症例のエビデンス（医学的根拠）を基
に効果的な活動を目指している。

　この事業のほとんどが人件費であり、コストを削減するため
には、出動件数を少なくさせる必要があり、また限りある救急
車を真に必要な傷病者のために使用するためにも、救急車の適
正利用を呼び掛ける必要がある。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

―

―

合計

―

―

4,435

直接事業費及び救急出動に関する
人件費を出動件数で除したもの。

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

時間

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

4,435

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

訓練に関する人件費を救急訓練時
間の総数で除したもの。

年度

人

千円

3,240.00

9.58

単位当たりコスト①

105.72% －

22,623.32

計画値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

21,297,089

合計

5,271.00

24年度

1,451.00

40,305,000

－

3,200.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 32,826,439

1,534.00

救急対応訓練
3,240.00

救急出動件数

103.5%

実績値

計画値

69.44%

－

26,274.45

5,367.00

合計

人

指　標　名　等

95,805

必要人員

95,805

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

20,356,000

9,047.116,573.18

2,250.00

3,200.00

1,451.00

86,956

－

9.43

86,956

×

0.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

951,500.00 －
救急資器材管理事業

単位 計画値

円 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

434,698.00

850,823.00 4,435,000.00

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

救急活動処置消耗品

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　救急事案を想定した訓練を取り入れ、スキルアップに努めた。

警防活動事業、救助活動事業、救急活動事業の３事業を全て災害対
応として「警防活動事業」の１事業に統合する。

解決できていない課題

　他の災害対応時などに、救急事案が発生しても、すぐに出動できない
状況がある。
　今後救命士の処置拡大に伴い、現場活動できる認定救命士の確保のた
め若手職員を積極的に救命士養成する必要がある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

常光　光徳

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

050 消防署 警防課（救急活動事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

3.安全で快適な生活環境の創造

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 18

施　 策 安全な消費生活の推進
4

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

消費者行政推進事業

4 平成

諸費

諸費

対　　　象
（誰のために）

消費生活事業の推進に関心のある市民、及び消費生活に悩んでいる市民

一般会計

562

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　危機管理室担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5625

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

消費者行政推進事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている10

電話
齋藤　香代

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

◇近年の消費者問題は，その内容が複雑化・多様化しており、
今日も日々めまぐるしく変化している。件数は決して多くはな
いが，県レベル・国レベルでの対応が必要なもの，対応に緊急
を要するもの等、予測不可能な問題が発生している状況にあ
る。
　
◇相談窓口の存在も定着しつつあり，消費生活相談員に相談し
たことにより被害を未然に防ぐケース，事後に相談員の指導の
もとクーリング・オフの手続きを行うケースもあり，市民の消
費生活の安定と向上を図るために必要不可欠であると言える。

◇急速に変化する社会経済状況に適切に対応するため，関係機

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

986

2,794

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

○

1,746

○

合計

○

―

○

―

○

×

×

1,746

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,874

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

消費生活問題に対する情報を提供し意識の高揚を図り、解決方法の助言・悩みの解消を図る。

消費生活問題に関する専門の相談員を１名配置し相談に応じる。
相談員不在時には国・県の消費生活相談センター等へ紹介。
＊消費生活相談窓口開設日時　毎週水・金曜日（祝日を除く）　9:30～16:30（12:00～13:00を除く）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,640 880

1,746一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 8881,874 一般財源等 4,434

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

3,554

◇日々変化する相談内容の複雑化に対応するため，相談員や職
員の資質向上を図るための研修会への参加している。相談窓口
開設日との兼ね合いで，十分と言えるほどの受講はできていな
いのが現状。

◇相談員は専門知識を有した者であり，その報酬については全
国的にばらつきがあり，国の動向を考慮して対応する必要があ
る。

◇急速に変化する社会経済状況に適切に対応するため，関係機
関との連携を密にしながら，更なる市民のニーズに応えるべく
事業を進めていく必要がある。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

○

合計

―

―

1,746

H23年度相談件数　64件
H24年度相談件数　72件

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

時間

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1,746

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

H23年度　  98日(6時間/日)
H24年度　100日(6時間/日)

年度

人

千円

588.00

0.20

単位当たりコスト①

112.50% －

計画値

－

有
効
性

―

○

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

合計

66.00

24年度

64.00

－

600.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

72.00

相談窓口開催時間数

消費生活相談件数

－

実績値

計画値

102.04%

－

合計

人

指　標　名　等

888

必要人員

1,874

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

600.00

600.00

－

4,434

－

0.33

3,554 いのが現状。

◇成人式で新成人に対し啓発リーフレットを配布し，被害の未
然防止・拡大防止を図るとともに，相談窓口の存在を知らせて
いる。

◇高齢者等に対し，実際にあった手口を織り交ぜながら講座を
開催し，情報を提供している。また，地域で防犯活動を行うボ
ランティア団体との連携を目指し，事業を進めている。

×

－

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％
消費生活相談の人口割合

計画値

実績値
相談件数

指
標

単位

単位

－

－

－

－

－

年間総相談件数/20歳以上人口
H23年度　64件/26,770人
H24年度　72件/26,426人

計画値

実績値 0.24 0.27

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－

64.00 72.00

－

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

H23年度年間相談件数　64件
H24年度年間相談件数　72件
（相談件数は計画値なし）

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　窓口の相談体制を整備するため，平成23年度よりパイオネット
（全国消費生活情報ネットワークシステム）を導入した。以前は相
談件数及び相談内容について，毎月県へ報告していたが，パイオ
ネットの導入により不要となり事務改善された。
　また，相談内容も他市町の消費者相談センターが受け付けた情報
をタイムリーに検索できることから，相談者へ迅速に対応できるよ
うになった。

解決できていない課題

　本来の相談業務である消費者行政以外の個人的な相談内容が寄せられ
ることも多く，対応に苦慮している。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

行森　俊荘

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果
相談は、問題が発生した場合に市民から相談を受けるもので、その内容は個人の認識により異
なる。悩みの解決は必要不可欠で、相談窓口は悩みを抱える市民のニーズに応えている。

－ H24年度　72件/26,426人実績値 0.24 0.27 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

562 総務部 危機管理室（消費者行政推進事業）


